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令和４年度　事業計画

◆協会のサービス、機能、事業、データなどを再検討し、各委員会活動内容に反映させる。
　理事会や委員会の運営、開催頻度などについても検討を行う。

１．法規に反する広告の改善や不良広告の排除に努めるなど、雑誌広告の倫理に関する活動を推進す
る。（倫理委員会）

２．協会ホームページのリニューアルの推進と掲載コンテンツの精査
　　第 64 回「日本雑誌広告賞」入賞作品展のＰＲ活動。（ＰＲ委員会）
３．雑誌広告デジタル送稿推進協議会が実行している完全オンライン化へのさらなる協力および啓蒙
を行うほか、取引・作業合理化および活性化のための課題を検討し実施する。

　　（取引・作業合理化委員会）
４．雑誌広告に関する諸問題を抽出し具体的な対策を検討する。
　　電子マガジンの展開に伴い、取り巻く課題について整理・検討する。（広告問題対策委員会）
５．「日本雑誌広告賞」の運営と年次表彰を行う。
　　第 64 回「日本雑誌広告賞」表彰会の開催。（広告賞運営委員会）
６．会報「雑誌広告」〔日本雑誌広告賞特集号を含む〕を発行する。（会報編集委員会）
７．広告主のグローバルなマーケティング戦略や、出版ビジネスに関連する海外事情を研究するセミ
ナーを開催する。

　　海外のメディアを中心としたビジネス・事業を報告する。（国際委員会）
８．2022 年版「会員名簿」、2023 年版「雑誌広告掲載料金表」を発行する。（企画委員会）
９．「雑誌広告価値検証プロジェクト」を推進する。
　　「新Ｍ - ＶＡＬＵＥ」を含めた雑誌広告価値向上のための調査や研究を推進する。（企画委員会）
10．海外研修団の復活に備える。
　　新しい日常の定着を見据え、海外研修の復活に向けて内容を検討する。研修内容が海外事情の吸
収やデジタルの取り組みなど多岐にわたるため、国際委員会などとも連動を検討する。（企画委
員会）

11．雑誌広告関連の各種セミナーを検討する。
　　関連団体と組んだ大型セミナー、協賛社獲得およびウェビナー対応を含め運営体制の検討を行
う。（テーマ別に各委員会が担当）

12．調査研究活動を推進するとともに諸資料を作成する。（テーマ別に各委員会が担当）
13．各デジタル課題へ対応する。
　　各委員会や関連団体と連携し、デジタル化に対する課題の抽出（電子雑誌や雑誌由来のデジタル
コンテンツにおける広告評価、広告価値の再定義）と協会内の方針を策定し推進する。


